
 

 

違法な時間外労働があった

ものが 2,848事業場

（37.3％）、賃金不払残業が

あったものが 536事業場

（7.0%）、過重労働による健

康障害防止措置が未実施の

ものが 778（10.2%）となっ

ています。 

◆製造業、商業、建設業、

小規模事業場で多く実施 

重点監督実施事業場を業

種別でみると、多い業種か

ら製造業（26.4%）、商業

（15.1%）、建設業

（12.6%）と続いています。

また、事業場規模別にみる

と、多い順に、10~29人規

模で 34.0%、１～９人規模

で 21.2%、30～49人規模で

16.3%と小規模事業場に集中

していることがわかりま

す。 

◆監督指導の実施事業場数

は増えている 

前年の同期に比べると、

監督実施事業場は 7,014（平

成 28年 11月）から 7,635

（平成 29年 11月）と１割

近く増えており、厚生労働

省も長時間労働の是正に向

けた取組みを積極的に行っ

ていることがわかります。 

企業としても、長時間労

働の是正や適切な労働時間

管理については積極的に取

り組んでいきたいところで

す。 

若年性認知症への会社の

対応は準備しています

か？ 

◆若年性認知症に関する調

査 

65 歳未満で発症した認知

症を「若年性認知症」と呼び

ます。有名なアルツハイマー

型だけではなく、脳血管の障

害や頭部外傷によっても発

症するなど、その原因は多様

です。働き盛りの現役世代が

認知症を発症すると、仕事に

影響を及ぼし、会社を辞める

ことになった場合には、経済

的困難に直面し、生活設計が

崩れるなど大きな影響があ

ります。 

◆発見の経緯は職場での受

診勧奨が最多 

会社が若年性認知症の人

を把握した経緯として「会社

からの受診勧奨」が最も多く

なっています（約５割）。その

他は、「本人からの相談・申

告」が約４割、「家族からの相

談・申告」が約１割となって

います。企業等に勤めている

人では、家庭よりも職場での

気づきが重要なようです。 

◆会社としての対応状況 

会社の対応としては、約６

割で「他の業務・作業に変更

した」としており、配置転換

による就労継続を図ってい

ます。次いで、「労働時間の短

縮・時間外労働削減」、「管理

職業務からの変更」が行われ

ています。報酬・雇用につい

ては、「作業能力低下でも報酬

を維持した」が最も多く６割

以上となっており、本人の会

社に対するそれまでの貢献を

考慮している会社が多くなっ

ています。一方で、症状の進

行状況によっては合意退職も

行われているようです。 

◆対応の検討が必要 

最近では、障害者雇用につ

いては認知度が高まっている

ようですが、それは身体障害

に偏っているようです。若年

性認知症の人の多くは精神障

害者保健福祉手帳を取得して

いることから、身体以外の障

害についても一層の理解が求

められるとともに、会社とし

ての適切な対応についても理

解を深めることが必要でしょ

う。 

若年性認知症は早期発見・早

期治療が重要とされていま

す。貴重な人材に力を発揮し

続けてもらうためにも、受診

勧奨、休職・復職、職務変更

に関する規定の整備や相談先

に関する情報提供など、該当

する従業員が現れた場合に会

社が適切な対応を取れるよ

う、検討しておく必要がある

でしょう。 

 

 

 

取得率は５割を切ってい

ます。これを平成 32年まで

に 70％以上とし、特に、年

次有給休暇の取得日数が０

日の者の解消に向けた取組

みを推進するとしていま

す。 

◆勤務間インターバル制度 

欧州では１日 24時間につ

き最低連続 11時間の休息時

間の確保を義務化している

ことを参考に、導入を促進

します。平成 29年の調査で

は、制度の導入割合はわず

か 1.4％でした。制度を導入

していない企業（92.9％）

のうち制度を知らなかった

企業が 40.2％で、この周知

が課題となります。今回、

新たに数値目標を盛り込む

こととしています（数値は

未定）。 

◆メンタルヘルス対策 

メンタルヘルス対策に取

り組んでいる事業場の割合

は、長期的には増加してい

るものの、56.6％と未だ５

割台に留まっています。こ

れを平成 34年度までに

80％以上とするとしていま

す。また、労働者のメンタ

ルヘルスの不調の原因にも

なり得るパワーハラスメン

トへの対策については、そ

の予防・解決のための周

知・啓発を進めることが重

要であるとして、平成 30年

３月の検討会での報告を踏

まえ、必要な対応を検討し

ていくとしています。 

 

平成 29年度「過重労働

解消キャンペーン」の重

点監督の実施結果より 

◆重点監督で全体の 65.9%

が労働基準関係法令違反 

厚生労働省が公表した昨

年 11月に実施した「過重労

働解消キャンペーン」にお

ける重点監督の実施結果に

よると、実施した 7,635事

業場のうち 5,029事業場

（全体の 65.9％）で労働基

準関係法令違反が確認され

たそうです。 

今回の重点監督は、長時

間の過重労働による過労死

等に関する労災請求のあっ

た事業場や若者の「使い捨

て」が疑われる事業場など

を含め、労働基準関係法令

の違反が疑われる事業場に

対して集中的に実施された

ものです。 

◆36.3%で違法な時間外労

働 

労働基準関係法令違反が

確認された事業場のうち、

厚労省が過労死等防止対

策大綱の改定案を公表 

◆平成 27年に策定された現

行版を改定 

厚生労働省は４月 24日、

過労死等防止対策大綱の改

定案を公表しました。大綱

では、過労死や過労自殺を

防ぐために国が取るべき対

策がまとめられています。 

◆労働時間 

平成 32年までに週労働時

間 60時間以上の雇用者の割

合を５％以下とするとして

います。また、長時間労働

の是正対策として、労働時

間をＩＣカードなどの「客

観的な記録」で会社側が確

認することを原則とするこ

とが新たに明記されていま

す。 

さらに、仕事と子育てや

介護を無理なく両立させる

ためには、長時間労働を是

正し、働く人の健康を確保

することによって、ワー

ク・ライフ・バランスを改

善し、女性や高齢者が働き

やすい社会に変えていくた

め、原則として、月 45時間

かつ年 360時間とする時間

外労働の限度について周

知・啓発を行う方針です。 

◆年次有給休暇の取得 
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